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地理空間情報高度活用社会の実現にむけて、政府ではさまざまな取組を行っています。

政府の取組と政策内容

地理空間情報活用推進基本法（NSDI法）の概要
（平成19年法律第63号、平成19年5月23日成立、5月30日公布、平成19年8月29日施行）

背　景

地理情報システム（GIS） 
Geographic Information System 

衛星測位（PNT） 
Positioning, Navigation and Timing

基本理念
●地理空間情報（注）の整備・提供、地理情報システムや衛星測位の利用推進、
　人材育成、関係機関の連携強化等による総合的・体系的な施策の実施
●地理空間情報の活用の推進に関する施策が相乗効果を発揮するよう、関係施策を実施
●信頼性の高い衛星測位サービスを安定的に享受できる環境の確保
●効果的・効率的な公共施設の管理、防災対策の推進、国土の利用・整備・保全、国民の生命・身体・財産の保護
●行政運営の効率化・高度化
●多様なサービスの提供
●多様な事業の創出と発展環境との調和
●民間事業者の技術提案及び創意工夫の活用
●個人の権利利益侵害、国の安全の確保への配慮

●地理空間情報を電子的に処理する情報システムで、地理
空間情報を地図や３Dイメージなどの形で視覚的に表現し
たり、複数種類の情報を組み合わせて高度な分析を行った
りすることができる

●人工衛星からの信号を用いて位置や時刻の情報を取得した
り、これらを利用して移動の経路等の情報を取得すること

2002年の世界測地系の導入に伴い、地理情報システムと衛星測位の連携の可能性が拡大

衛星測位（PNT） 

地理情報システム（GIS） 

■ 様々な事象に関する情報を位置や時刻と結びつけ、　
■ 情報通信技術を利用して取得、管理、分析、表現し、
■ 我々の行動選択の判断材料となる的確な情報を提供するツールとなるものである。

GISと衛星測位は、

（注）位置の情報（時刻に関する情報を含む）と、位置の情報に関連付けられた様々な事象に関する情報で、基盤地図情報、統計情報、台帳情報、画像情報等からなる。
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平常時

１ｍ浸水

２ｍ浸水

地下街及び
地下連絡通路へ

地理空間情報活用推進基本計画の概要

１.地理空間情報の活用推進の意義
■ GISと衛星測位を利用して地理空間情報を高度に活用していくことが、現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を営むことが
　 できる経済社会を実現する上で極めて重要

2.目指すべき姿 　「地理空間情報高度活用社会」の実現

3.現状の課題

計画期間
■ 平成23年度まで

計画の効果的推進
■ 地理空間情報に関する総合的かつ体系的な基盤の構築
■ 法制上の措置等　■ 各種計画との連携　
■ 計画のフォローアップ

■ 国土の利用、
 　整備及び保全の推進等

■ 国民生活の安全・安心と利便性の向上

■ 行政の効率化・高度化

■ 新たな産業・サービスの創出と発展

第Ⅰ部 地理空間情報の活用の推進に関する施策についての基本的な方針

● GISは国土計画や環境計画
　 などの策定、公共施設の維
　 持・管理などに利用
● 衛星測位は離島の管理・保
　 全などに利用
● 特に防災分野では、GISと
　 衛星測位を連携させ災害状
　 況の把握、復旧・復興支援
　 などに活用

● 高齢者や児童の見守り・移動支援など高度な民間サービスの提供
● 公共施設などの情報や行政情報をワンストップで分かりやすく容易に提供

● 基盤的地図データの共用・一元的整備による費用削減
● 資料収集、照会等の労力軽減、高度な業務への注力が可能に
● GISと電子会議室を組み合わせたまちづくりの
　 意見・情報集約など質の高い取組

● 屋内も含めた高度なナビゲーション等の実現
● 携帯電話と衛星測位機能の組合せによるサービス発展や、
    コンテンツの流通環境が広がることによるビジネスチャンスの拡大

政府の取組と政策内容1

4.計画の重点施策
■ 地理空間情報の整備・提供・流通に関する指針を概成し、
　 地理空間情報の提供・流通を促進

■ 基盤地図情報の整備・提供を推進

■ 衛星測位の高度な技術基盤を整備して利用を推進　

■ 地理空間情報の活用推進に関する産学官連携を強化

■ 地理空間情報の整備・提供・流通の促進

■ 地理空間情報の重ね合わせと
 　基盤地図情報の整備・更新・提供

■ 衛星測位に係る研究開発、技術実証・利用実証の推進　

■ 産学官の連携の強化

情報化の進展と社会のニーズを踏まえ、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり、高度な分析に基づく的確な情報
を入手し行動できる地理空間情報高度活用社会の実現を目指す。
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1. 地理空間情報の整備・流通に関する基準等の策定・普及
 Ⅰ 地理空間情報の標準化（ISO規格のJIS化 等）
 Ⅱ 地理空間情報全般の整備・更新・提供・流通に関するルール等（提供・流通に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定 等） 
 Ⅲ 基盤地図情報の整備のための基準等（公共測量作業規程準則の普及 等）
2. 地理空間情報の整備・更新・提供の推進
 Ⅰ 地理空間情報全般の整備・更新（主題図、地名情報等の整備 等）
 Ⅱ 基盤地図情報の整備・更新（次ページ※2）
 Ⅲ 地理空間情報の提供・流通（次ページ※3）
3．地理情報システムの活用の促進
 Ⅰ 国における地理情報システムの活用
 Ⅱ 地方公共団体等における地理情報システムの活用の促進
 Ⅲ 地図関連業務における基盤地図情報の利用
4．個人情報の保護等の地理空間情報の活用に当たって配慮すべき事項
 Ⅰ 個人情報の保護 
 Ⅱ データの二次利用
 Ⅲ 国の安全に及ぼす影響

第１章 地理空間情報の活用の推進に関する全般的施策
1. 関係主体の推進体制の整備と連携の強化（次ページ※1）
 Ⅰ 政府が一体となった施策の推進とその体制整備（戦略的体制とその運営の在り方の検討 等）
 Ⅱ 国と地方公共団体の連携・協力 
 Ⅲ 産学官の連携（地理空間情報産学官連携協議会（仮称）の設置 等）
2. 調査・研究等の実施
3. 知識の普及等
4. 人材の育成
5. 行政における地理空間情報の活用
6. 国際協力の推進 

第２章 地理情報システム（GIS）に関する施策

第３章 衛星測位に関する施策
1. 信頼性の高い衛星測位によるサービスを安定的に享受でき
 る環境を効果的に確保するための衛星測位に係る連絡調整等
 Ⅰ 全地球的にわたる衛星測位に関するシステム運営主体との連絡調整
 　（日米ＧＰＳ全体会合の開催 等）
 Ⅱ 衛星測位の利用環境の向上に資する情報提供等

2． 衛星測位に係る研究開発の推進等
 Ⅰ 衛星測位に係る研究開発の基本的考え方
 Ⅱ 衛星測位に係る基礎的・基盤的な研究開発等の推進
 Ⅲ 準天頂衛星システム計画の推進
  （国と民間の協力により計画を推進、研究開発・
  第１段階（技術実証・利用実証）・
  第２段階（システム実証））
 Ⅳ 衛星測位の利用の促進
  ① 国における取組
  （国の機関等による衛星測位の利用、衛星測位の利用のための情報提供）
  ② 地方公共団体及び民間における衛星測位の利用

第Ⅱ部 今後の地理空間情報の活用の推進に関する施策の具体的な展開

政府は地理空間情報活用推進基本計画で定めた各施策を推進していくため、各施策における各府省のより具体的な目標やその
達成期間等を取りまとめた「地理空間情報の活用推進に関する行動計画（Ｇ空間行動プラン）」を策定しています。

基盤地図情報
所在検索

ワンストップ
で提供

集約・シームレス化
最新の基盤地図情報の
提供によるデータ更新

国・地方公共団体等

地形図 道路関係図面 都市計画基図 地籍図

準天頂衛星システム：衛星が常にほぼ真上にみ
えることにより、山間地、都市部ビル陰等に影
響されず全国をカバーする高精度の測位サービ
スの提供を実現

準天頂衛星

基盤地図情報の提供によるワンストップサービスの実現
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政府の取組と政策内容

基盤地図情報

　基盤地図情報とは、「地理空間情報活用推進
基本法」に基づく地理空間情報の位置を定める
ための基準となる地図情報で、国土交通省令
により、測量の基準点、海岸線、公共施設の
境界線（道路区域界）、公共施設の境界線（河
川区域界）、行政区画の境界線及び代表点、道
路縁、河川堤防の表法肩の法線、軌道の中心線、
標高点、水涯線、建築物の外周線、市町村の
町若しくは字の境界線及び代表点、街区の境
界線及び代表点の13項目が定められています。

国土地理院の基盤地図情報サイトから閲覧やダウンロード
が可能  http://www.gsi.go.jp/kiban/　

基盤地図情報閲覧コンバートソフトも同時にダウンロード
が可能。画像はソフトでの表示イメージ

インターネットによる情報提供

　国や地方公共団体などの各機関・組織が保有する様々な地理空間情報を、
共通のインターフェイスにより、重ねて閲覧できるシステムです。

■ 電子国土
　【国土交通省国土地理院】

■ 政府統計の総合窓口
　 （地図で見る統計（統計GIS））
　 【運用：独立行政法人
　 統計センター】

■ 地すべり地形分布図データベース
    【文部科学省　独立行政法人防災  
　 科学技術研究所】

■ 統合型地理情報システム
 　【愛知県】

　地理空間情報活用推進会議が運営する、関係府省庁等のGISに関連するサイトへのリ
ンク集です。関係府省庁等が公表しているWebサイトについて、カテゴリ別などで探す
ことができます。

地理情報共用webシステム
http://mapgateway.gis.go.jp/WMSGateway/top.jsp

（※3）

（※2）

地理空間情報活用推進会議 地理空間情報産学官連携協議会

　政府では、地理空間情報の活用について、関係行政機関相互の緊
密な連携・協力を確保し、総合的かつ効果的な推進を図るため、「地
理空間情報活用推進会議」を設置し、必要な施策を実施しています。

　国・地方自治体、産業界、学界がそれぞれの役割に応じて地理空間
情報を高度に活用する社会を実現するため、 「地理空間情報産学官連
携協議会」を設置し、地理空間情報に係る課題認識と情報の産学官の
間での共有を図り、地理空間情報の効果的な活用を推進しています。

産業界関連
（産）

大学等関連
（学）

行政関連
（官）

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/index.html

地理空間情報活用推進会議（議長：内閣官房副長官補）

幹事会（議長：内閣官房内閣審議官）

地理情報
システムWG

（議長：内閣官房内閣参事官）

衛星測位WG
（議長：内閣官房内閣参事官）

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gis-sangakukan/index.html

全体会議

共通的な
基盤技術に関する
研究開発WG

その他WG
（必要に応じテーマ

ごとに設置）

政府の関係府省庁担当官により構成。

防災分野における
地理空間情報の
利活用推進のための
基盤整備に係るWG

閲覧できる情報の例

GISポータルサイト　http://www.gis.go.jp/

関係主体の推進体制（※1）
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国土交通省国土計画局では、GISを通じて、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり、
高度な分析に基づく的確な情報を入手して行動したりできるG空間（地理空間情報）高度活用社会を
実現するため、以下のようなさまざまな取組を積極的に進めています。

国土計画局参事官室の取組

国土情報の整備

　全国総合開発計画等の策定の基礎となるデータを整備する
ため、昭和49年の国土庁発足に伴い、国土に関する基礎的な
情報の整備、利用等を行う国土情報整備事業が開始されまし
た。国土数値情報は、この国土情報整備事業により整備され
た情報で、地形、土地利用、公共施設、道路、鉄道等国土に

関する地理的情報が数値化されており、『国土数値情報ダウン
ロードサービス』を通じて無償提供されています。メッシュ化
したデータも多く、人口統計などほかの統計情報と合わせて分
析することが可能です。また特に土地に関する情報は時系列的
に整備されており、経年変化などの分析を行うことも可能です。

国土数値情報

　国土画像情報は昭和49年度から平成2年度にかけて国土全域
で撮影されたカラー空中写真のデジタルデータです。全体で約
40万枚の写真が整備されています。インターネットでも『国土
情報ウェブマッピングシステム』として無償提供されています。
　また、これらのカラー空中写真は順次オルソ化（GISで利用
するために、土地の起伏などによる位置的なゆがみを地図と重
なるように補正する）されており、『オルソ化空中写真ダウンロ
ードシステム』にて無償提供を行っております。
　さらに『航空写真画像情報所在・案内システム』では、国土
計画局のみならず、国や地方公共団体などの各機関・組織が保
有している空中写真を、地図上で確認しながら統合的に検索す
ることが可能です。

国土画像情報

■ ダウンロードした土地利用メッシュをGISで表示

■ 国土情報ウェブマッピングシステムで表示されるカラー空中写真例
　 　　　　～宅地開発が進んだ様子（横浜市青葉区付近）～

昭和49年度・東京（CKT-74-15　C41A-9）

地理空間情報の活用推進業務
■ 政府の地理空間情報活用推進会議の事務局として、地理空間情報活用推進基本計画等の取りまとめを実施　

■ 地理空間情報産学官連携協議会の事務局として、産学官連携の取組を推進　

■ 地理空間情報の整備・更新・提供・流通における個人情報の取扱いや二次利用促進のための調査研究、
　 地理空間情報活用推進のためのマニュアル作り等を実施　

■ 国土計画等策定支援のためのGIS
　 「新国土数値情報利用・管理システム（NewISLAND：New Information System for LAND）」 の開発・運用

■ 地理空間情報の活用推進のための普及啓発活動を実施

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html

カテゴリ データ項目
指定地域 三大都市圏計画区域、都市地域、農業地域、森林地域　など
沿岸域 漁港、潮汐・海洋施設、沿岸海域メッシュ　など
自然 標高・傾斜度３次メッシュ、土地分類メッシュ、気候値メッシュ　など
土地関連 地価公示、都道府県地価調査、土地利用３次メッシュ　など
国土骨格 行政区域、海岸線、湖沼、河川、鉄道、空港、港湾　など
施設 公共施設、発電所、文化財　など
産業統計 商業統計メッシュ、工業統計メッシュ、農業センサスメッシュ　など
水文 流域・非集水域メッシュ　など

■ 国土数値情報のカテゴリとデータ項目

平成元年度・東京南部（CKT-89-3　C15-7）
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国土計画局参事官室の取り組み

インターネットを通じた情報提供
国土計画局では、国土情報に関連した様々なサービスをWeb上で提供しています。国土数値情報や国土画像情報、
位置参照情報などの各種データのダウンロードサービスと、閲覧のための『国土情報ウェブマッピングシステム』、航
空写真を検索するための『航空写真画像情報所在検索・案内システム』などがあります。

　街区単位（「○○町△丁目□番」）・大字町丁目単位（「○○町△丁目」）の位置座標(代表点の緯度・経度等)を整備したデータ（位置参照情報）をイン
ターネット上でダウンロードできます。このデータから、住所などを含む表や台帳データ・統計データに位置座標（緯度経度等）を付与し、容易に地
図上でも表現できるようになります。

　地理情報標準プロファイル（JPGIS）に準拠したデータと、 これま
でのデータ形式（国土数値情報統一フォーマット）で整備されたデー
タの両方がダウンロードできます。

　国土数値情報や国土画像情報（カラー空中写真）をWebブラウザ上
で簡単に閲覧するためのシステムで、表示色の変更やデータの切り替
えも可能です。

　国や地方公共団体などの各機関・組織が保有している航空写真（空中
写真）を、場所を地図上で確認しながら検索するためのシステムです。

　オルソ化した空中写真を閲覧し、指定した範囲のデータをダウンロ
ードするためのシステムです。ダウンロードした空中写真画像はGIS
上で地図に重ねて表示することができます。

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html http://orthophoto.mlit.go.jp/

http://airphoto.gis.go.jp/
http://nrb-www.mlit.go.jp/webmapc/mapmain.html

■ 位置参照情報データの一例台帳データ・
統計データ等

（位置情報として
住所が記載）

例：消防署データ
病院データ等

新宿区四谷3-10

板橋区相生町17-1

墨田区横川4-6-6

江東区森下5-1-4

足立区梅島2-1-1

足立区千住1-3-9

台東区千束4-1-1

台東区駒形1-5-8

北区西ヶ原2-1-1

北区王子4-28-1

文京区白山3-3-1

杉並区桃井3-4-1

千代田区麹町1-12

練馬区光が丘2-9-1

練馬区豊玉北5-1-8

足立区興2-5-11

荒川区荒川2-1-13

台東区東野5-2-9

台東区蔵前2-10-9

北区赤羽南1-10-4

文京区本郷7-1-11

中野区丸山2-21-1

中野区中央3-25-3

板橋区板橋2-60-15

三鷹市新川6-28-14

荒川区東尾久8-44-4

豊島区西池袋2-37-8

杉並区阿佐谷南3-4-3
新宿区百人町3-29-4

新宿区筑土八幡町5-16

千代田区大手町1-3-5

練馬区下石神井5-16-8

練馬区石神井町2-16-1

豊島区東池袋3-19-20

新宿区大久保3-14-26

中央区日本橋兜町14-12

千代田区外神田4-14-3

武蔵野市吉祥寺北町4-6-1

埼玉県和光市広沢１番３号

埼玉県川口市芝下2-1-1

埼玉県朝霞市溝沼1-2-27 埼玉県川口市本町2-4-39

埼玉県戸田市新曽1875-1

埼玉県蕨市錦町5丁目1番22号

埼玉県草加市神明二丁目２番２号
埼玉県志木市本町一丁目３番１号

埼玉県鳩ヶ谷市坂下町4-3-14

埼玉県さいたま市南区根岸3-10-7

埼玉県さいたま市桜区田島4-23-7

国土数値情報ダウンロードサービス

位置参照情報ダウンロードサービス

国土情報ウェブマッピングシステム航空写真画像情報所在検索・案内システム

オルソ化空中写真ダウンロードシステム

■ 地図上で表現することが可能

座標を付与

http://nlftp.mlit.go.jp/isj/index.html
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関内

戸部

横浜

桜木町

平沼橋

馬車道

神奈川

新高島

高島町

日ノ出町
日本大通り

みなとみらい

西区役所

横浜美術館

市立西中学校

横浜市野毛山荘

市立老松中学校

市立本町小学校

市立平沼小学校

市立西前小学校 市立戸部小学校

市立青木小学校

市立一本松小学校

市立幸ヶ谷小学校

横浜市中央図書館

横浜都市発展記念館

横浜市藤棚地域ケアプラザ

横浜市宮崎地域ケアプラザ

横浜マリタイムミュージアム

横浜市安全管理局西消防署境之谷消防出張所

関内

戸部

横浜

桜木町

平沼橋

馬車道

神奈川

新高島

高島町

日ノ出町
日本大通り

みなとみらい

西区役所

横浜美術館

市立西中学校

横浜市野毛山荘

市立老松中学校

市立本町小学校

市立平沼小学校

市立西前小学校 市立戸部小学校

市立青木小学校

市立一本松小学校

市立幸ヶ谷小学校

横浜市中央図書館

横浜都市発展記念館

横浜市藤棚地域ケアプラザ

横浜市宮崎地域ケアプラザ

横浜マリタイムミュージアム

横浜市安全管理局西消防署境之谷消防出張所

GISにおける国土情報の実践例
実際にGIS上で、国土情報を活用して作成した地図をご紹介します。国土数値情報や国土画像情報をはじめ、政府で
公表しているデータをGIS上で使うことで、様々な角度から国土に関する視角的な分析を行うことができます。

　神奈川県東部（横浜市周
辺）の市街地の変遷を辿っ
てみました。20年間で市
街地が大幅に拡大している
様子が読み取れます。

◎横浜

◎横須賀

◎川崎
◎町田

◎藤沢

◎大和

◎茅ヶ崎

◎横浜

◎横須賀

◎川崎
◎町田

◎大和

◎茅ヶ崎

【国土数値情報】
●土地関連 ・ 土地利
用細分メッシュ（昭和
51年、平成9年）

　オルソ化空中写真ダウンロード
システムから昭和52年（1977年）
撮影の空中写真をダウンロードし
て、その画像に、現在の海岸線や
行政界線、鉄道線・駅を重ねて表
示してみました。横浜みなとみら
い周辺が非常に規模の大きな埋め
立て地であることが分かります。

＋

比較しやすいよう「国土
数値情報・土地利用メッ
シュ」の多数ある分類よ
り、以下の5種類に大ま
かに分けた。

市街地

森林

凡例

河川・湖沼

海域

※その他の土地

※国土数値情報・
　土地利用メッシュ
　の以下を含む
・田
・畑
・果樹園
・その他の樹木畑
・荒地
・幹線交通用地
・その他の用地
・海浜

凡例
公共施設

駅

鉄道

海面

行政界

【国土数値情報】
●国土骨格-行政区域（面）
　神奈川県（平成19年）
●国土骨格-海岸線（線）
　神奈川県（平成18年）
●国土骨格-鉄道（線）
　全国（平成19年）
●施設-公共施設（点）
　神奈川県（平成18年）

【国土画像情報】
●オルソ化空中写真　
　昭和52年度　横浜近辺

1976年 1997年

神奈川県東部の市街地の変化（1976年・1997年）

横浜みなとみらい地区の今と昔
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国土計画局参事官室の取り組み

　地価公示データを使って住宅用地における2004
年と2007年の値の変動率を算出したものと、現在
の鉄道データを重ねてあります。2005年につくば
エクスプレスが開通しましたが、この3年でつくば
エクスプレス沿線の駅のうち、特に守谷駅周辺で地
価が大きく上昇していることが読み取れます。

柏市

つくば市
坂東市

常総市

野田市

船橋市

取手市

松戸市

越谷市

足立区

市川市

印西市

春日部市

八千代市

守谷市

流山市

白井市

葛飾区

つくばみらい市

我孫子市

吉川市

松伏町

三郷市草加市

江戸川区

牛久市

八潮市

鎌ケ谷市

墨田区

青井

八潮

浅草

六町

守谷

南千住

秋葉原

つくば

南流山

北千住

新御徒町

研究学園

みらい平

みどりの

三郷中央

柏たなか

万博記念公園

柏の葉キャンパス

流山おおたかの森

流山セントラルパーク

0 5 102.5 km

【国土数値情報】
●国土骨格-行政区域（面）（平成19年）
●国土骨格-鉄道（線）（平成17年）
●土地関連-地価公示（点）（平成16年、平成19年）

＋

2000年 2005年

10km

5km

1km

…青森駅からの距離

10km

5km

1km

10km

5km

1km

2000年と2005年の人口差分

　青森市の人口分布を2000年
と2005年の国勢調査データで
比較しました。1km四方のメ
ッシュ単位で2つの年代の差分
を計算することで、市の中心
域で人口が減少傾向にあり、
周辺部でやや増加しているこ
とが見えてきます。

凡例
地価公示ポイント

駅

つくばエクスプレス線

地下鉄

その他鉄道

JR線

行政界

地価公示値変動率（％）
2004-2007年

～-10

～-5

～0

～5

～10

～15

～20

～25

～30

～35
35～

凡例

0人

10,000人

0人

-800人

800人

凡例

【国土数値情報】
●国土骨格-行政区域（面）
　（平成19年） - 
　国土骨格-鉄道（線）

●その他の利用データ
　総務省統計局
　国勢調査
　『男女別人口総数及び
　世帯総数 』2000年

【国土数値情報】
●国土骨格-行政区域（面）
　（平成19年） - 
　国土骨格-鉄道（線）

●その他の利用データ
　総務省統計局
　国勢調査
　『男女別人口総数及び
　世帯総数 』2005年

青森市の人口分布とその変化

つくばエクスプレス沿線の住宅地の地価変動
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